　　　特定調達契約に該当する医療局建設工事の請負契約に係る一般競争入札参加者の資格等に

関する要綱

　(趣旨)

第１条　この要綱は、別に定めがあるもののほか、特定調達契約に該当する医療局建設工事の請負契約を締結する場合における一般競争入札の参加者の資格等に関し必要な事項を定めるものとする。

　(定義)

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

 (1)　特定調達契約　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第４条に規定する特定調達契約をいう。

 (2)　医療局建設工事　医療局長が発注する建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する建設工事をいう。

　(資格の審査)

第３条　医療局長は、年度ごとに、特定調達契約に該当する医療局建設工事の請負契約に係る一般競争入札への参加に必要な資格基準（以下「資格基準」という。）を定めるものとする。

２　前項の一般競争入札に参加しようとする者は、その都度、資格基準に係る審査（以下「資格審査」という。）を受けなければならない。

３　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、資格審査を受けることができない。

 (1)　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第１項の規定に該当する者

 (2)　政令第167条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者でその事実があった後２年を経過していないもの及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者

 (3)　法第３条第１項の規定による許可を受けていない者

 (4)　法第27条の29第1項の規定による総合評定値の通知を請求していない者

　(申請書の提出)

第４条　資格審査を受けようとする者は、医療局長が別に定める期間内に、一般競争入札参加資格審査申請書（以下「申請書」という。）を医療局長に提出しなければならない。

　(資格基準等の公示)

第５条　医療局長は、資格基準を定めたとき、及び前条の申請書の提出期間を定めたときは、これを公示するものとする。

　(通知)

第６条　医療局長は、資格審査を行ったときは、その結果を申請書を提出した者に通知するものとする。

　(資格の喪失)

第７条　資格基準に適合すると認められた者（以下「資格者」という。）が、次の各号のいずれかに該当する場合においては、資格を失うものとする。

 (1)　政令第167条の４第１項の規定に該当するとき。

 (2)　法第３条第３項の規定により建設業の許可の効力を失ったとき。

 (3)　法第29条又は第29条の２の規定のより建設業の許可を取り消されたとき。

　(資格の取消し)

第８条　医療局長は、資格者が政令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当する場合においては、資格を取り消すことができる。

２　医療局長は、前項の規定により資格者の資格を取り消したときは、直ちに、当該資格を取り消された者に通知するものとする。

　（最低価格入札者以外の者を落札者とすることができる場合の基準の作成）

第９条　医療局長は、必要があると認めるときは、政令第167条の10第1項の規定に基づき、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした者のうち、最低の価格をもって申込みをした者の当該申込みに係る価格によってはその者により契約の内容に適した履行がなされないおそれがあるため最低の価格をもって申込みをした者以外の者を落札者とすることができる場合の基準（以下「低入札価格調査基準」という。）を作成するものとする。
　(一般競争入札審議会)

第10条　医療局長は、次に掲げる場合においては、あらかじめ自ら（医療局長に事故があるときは、次長）が主宰し、次長、経営管理課総括課長、職員課総括課長、医事企画課総括課長、業務支援課総括課長及び医師支援推進室長が出席して行う会議（以下「医療局一般競争入札審議会」という。）で審議させるものとする。

 (1)　政令第167条の５の２に規定する入札に参加する者の工事等についての経験及び技術的適性の有無等（以下「技術的適性等」という。）に関する必要な資格を定めようとするとき。

 (2)　入札に参加しようとする者の技術的適性等に関する必要な資格を確認しようとするとき。

 (3)　低入札価格調査基準に該当する入札が行われた場合において、当該入札の落札者を決定しようとするとき。

２　医療局一般競争入札審議会は、委員の過半数が出席しなければ審議会を開くことができない。

３　医療局一般競争入札審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、主宰者が決するところによる。

４　委員が、やむを得ない理由のため医療局一般競争入札審議会に出席できないときは、代理者を出席させることができる。

５　医療局一般競争入札審議会は、議事に関係ある職員を会議に出席させて説明又は意見を求めることができる。

　(秘密の保持)

第11条 関係職員は、医療局一般競争入札審議会の審議内容について、秘密を漏らしてはならない。

　（知事に対する一般競争入札審議会の開催依頼）

第12条　医療局長は、第10条第１項各号に規定する事項を審議させるため、特定調達契約に該当する県営建設工事の請負契約に係る一般競争入札参加者の資格等に関する規程（平成８年岩手県告示第427号）第10条に規定する一般競争審議会の開催を、知事に依頼することができる。

　（補則）

第13条　この要綱に定めのない事項については、医療局長が別に定めるもののほか、知事部局の例によるものとする。

　　　附　則

　この要綱は、平成10年３月30日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成14年１月10日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成15年６月20日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成18年５月31日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成19年８月３日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成21年６月１日から施行する。
附　則

　この要綱は、平成22年４月１日から施行する。

